消費税廃止各界連宣伝スポットひな形２０１２年１０月　
こちらは消費税廃止各界連絡会です。私たちは消費税増税の中止を求めています。
●国民の反対を押し切って決めた消費税の大増税。２０１４年４月に８％、15年10月に10％へ大増税するというとんでもない計画です。消費税増税はそもそも公約違反です。みなさん、消費税増税の前に、必ず総選挙と参議院選挙があります。民主・自民・公明３党など増税勢力にきびしい審判をくだしましょう。

フランスでは、増税に反対する大統領が選挙で勝利し、付加価値税の大増税を撤回させました。そして、富裕層への増税を打ち出して財政を立て直そうとしています。
日本でも、国民の力で何度も増税をやめさせた歴史があります。ご一緒に増税を中止する国会をつくりましょう。国会への請願署名を集めています。ぜひご協力ください。
●政府の試算によると、消費税が10％になった場合、子ども２人・年収５００万円の世帯で、11万５千円もの増税になり、社会保険料を含めて年間34万円もの負担増になります。いまでさえ暮らしが大変で、給料アップも景気回復も見込めません。

国会で決めたのは、消費税の大増税だけでなく、年金削減や医療費負担増など社会保障を削る国民いじめの計画です。これでは暮らしはもちろん命まで危険にさらされます。国民イジメの大増税を、みんなの力でやめさせましょう。

●東日本大震災の復興予算が、被災地再生に使われず、他の事業に充てられている事に怒りが広がっています。被災した13自治体では、建て替えが必要な本庁舎の工事に未だ着工さえされていない状態です。それなのに、沖縄の国道整備や遠く離れた地域の耐震改修事業、果ては原子力関連研究費にまで流用されています。

　消費税増税も無駄な公共事業に使われる抜け道があります。「消費税収入を事前防災や減災等などの資金に重点的に配分する」と法律の付則に書き込まれているのです。政府はこれまで「社会保障のため消費税増税が必要」と言い訳してきましたが、完全に破たんしています。
●消費税を10％に増税しても、国の税収は増えません。増税すれば大不況になることは、１９９７年の税率５％への引き上げで実証されています。消費税大増税は日本経済に決定的な打撃を与え、国の財政再建にはつながりません。財政再建どころか、日本を壊す消費税大増税は、絶対にやめさせましょう。

●消費税は、所得の低い人ほど負担が重い不公平な税金です。中小業者は、赤字でも納税を迫られる営業破壊税で、「10％になったら倒産か廃業だ」と声が上がっています。
一方、大企業は税率引き上げを大歓迎しています。輸出大企業は、輸出戻し税制度で巨額の還付金を得ており、税率があがれば上がるほど潤うしくみです。
本来、税金は、所得や負担能力に応じて課税されるもの。所得の低い人ほど負担が重い、天下の悪税・消費税はもってのほかです。引き下げた法人税をもとに戻すなど、大企業や富裕層にふさわしい負担を求めていきましょう。
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